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37）CCH Tax Law Editors, supra, note34, p.749













































































































































































51）Gregory v. Helvering, 293 U.S. 465 (1935)
　袴田裕二「Gregory事件判決について（日米比較の視点から）」税大ジャーナル
24号（2014年９月）62～63頁
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①  D社が対象となっている事業の資産を A社に売却すれば、含み益につ
いて課税される。























































































































 43　　号　（ 30 ）
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る D社株式については、支配関係の継続が求められなくなった。それゆえ、
A社が他の者に D社株式を売却することは可能であり、本来 D社において、
含み益500について、課税されるべきところ、非課税で切り離すことが可能
となる。
（イ）　現物分配について
　また、現物分配については、どうであろうか。
　完全支配関係のある法人間における適格現物分配においては、株主であ
る被現物分配法人の仕訳は下記の通りとなり、含み益資産の帳簿価格のか
さ上げは生じない。
　資産（帳簿価額）500／受取配当　500
（ウ）　株式分配について
　同じ現物分配の一種ではあるが、平成29年で導入された株式分配につい
ては、株式の分配を受けた株主の仕訳は下記の通りとなり、含み益資産の
帳簿価格のかさ上げの可能性が生じることとなる。
　完全子法人株式　1,000※　現物分配法人株式（所有株式）1,000※
　※ 株式分配直前の所有株式の帳簿価額2,000×分配法人における完全子法
人株式の帳簿価額500／分配法人の総資産負債の帳簿価額1,000
　ただし、株式分配においては、適格要件を満たすためには、その株式分
配の前後で支配株主がいないこと、株式分配が持分保有割合に応じてなさ
れなければならないことが条件（つまり、非按分型分割は適格組織再編に
おいては認められない）となっており、一定の者による特定の資産の選択
的取得・売却は難しいであろう。
　（ウ）の通り、日本の株式分配においては、支配株主が組織再編成の前後
でいないこと、及び、非按分型分割を認めないことを要件とすることによっ
て、アメリカの歳入法355条（d）が主に対象とするような租税回避行為は
わが国においては、行うことができない。しかし、（ア）で検討した事例の
通り、適格分割における分割法人の支配要件がなくなったことにより、法
人段階において、含み益についての課税を回避して、資産をその法人や株
主から切り離すことができることとなる。
　このように日本において、平成29年で改正された分割型分割における支
配要件の緩和によって、租税回避行為の可能性を高めることとなった。一
方で、非按分型分割を適格組織再編成として認めないことによって、アメ
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リカの歳入法355条（e）が主に対象とするような租税回避行為は、共同事
業再編や株式分配において行うことはできない。しかしながら、非按分型
分割を認めないということは制度として、フレキシビリティに欠けるとの
指摘がなされている66）。非按分型分割については、次章においてさらに検
討を行う。
③　モリス・トラスト取引（資産・事業の選択的取得）について
　日本におけるモリス・トラスト取引の類似取引は吸収分割である。日本
の吸収分割においても、事業や資産の一部が非課税で切り離され、元の法
人から他の法人に移転される際に、本来譲渡益として課税を受けるべき取
引が課税を免れることが問題となるであろうか。
　平成13年の組織再編税制導入前に吸収分割の濫用の可能性が指摘されて
いた67）。
　アメリカのモリス・トラスト取引において、最も重視されていたのは、
合併後の分割承継法人の旧株主の株式保有割合である。その一方で、日本
においては、企業グループ内の分割においては、持分割合50％超の制限を
つけることによって、濫用を防止しようとしている。しかしながら、共同
事業を営むための分割には持分割合を一定に保つ要件はない。それ以外の
要件を満たす限り、モリス・トラスト取引は可能ということになる68）。共
同事業再編の要件については、次章で検討する。
 （以下、次号につづく）
66）渡辺徹也『企業取引と租税回避　租税回避行為への司法上および立法上の対
応』200頁（中央経済社，2002）
67）岡村忠生「法人分割税制とその乱用」税経通信55巻15号　31頁
　　太田洋「吸収分割を用いたM&Aと課税」商事法務1578号　24頁
68）渡辺・前掲注（66）200頁
